
（様式第１号） 
 

補助金等交付申請書 
 

令和 ８年 ５月 １日 
 
 
  秋 田 県 知 事   あて 
 
 

住    所 〒ＸＸＸ－ＸＸＸＸ 
        秋田市○○○ 

           団  体  名  ○○○商店街振興組合 
代表者職氏名 [役職] 理事長 [氏名] 秋田 太郎 

[※連携申請する場合は、代表団体の情報を記載すること] 
 
 

地域商業販売力強化プロジェクト補助金実施要綱第８条の規定に基づき申請します。 
 
 
１ 補助金等の名称  地域商業販売力強化プロジェクト補助金 

 
２ 補助金等申請額    ５，０００，０００ 円 

 
３ 補助事業等の実施期間  交付決定日 ～ 令和 ９年 １月３１日 

 
 ４ 補助金限度額の計算 

補助限度額 ５，０００，０００ 円 
   

申請日を記載してください。 

予定する期間を記載してください。なお、補助対象事業費として認められるのは、この期間内に取引を全て終了させた経費に限ります。 

予定する補助金額（千円未満は切

り捨て）を記載してください。補

助金額は様式第５号と揃えてくだ

さい。 



提出書類 
№ ﾁｪｯｸ 書類名 

1 ○ （様式第１号）補助金等交付申請書 

添付 ○ 補助金振込先となる通帳の見開き写し 

2 ○ （様式第２号）連携計画書 
※連携申請する場合のみ提出すること。 

3 ○ （様式第３号）団体概要書兼誓約書 
※連携申請する場合は、全団体分提出すること。 

添付 ○ 定款・規約 
※連携申請する場合は、全団体分提出すること。 

添付 ○ 構成員名簿 
※連携申請する場合は、全団体分提出すること。 

4 ○ （様式第４号）事業計画書 
※複数事業を行う場合は、それぞれ別個に計画を作成すること。 

5 ○ （様式第５号）収支予算書 

 



（様式第２号） 
地域商業販売力強化プロジェクト補助金 連携計画書 

 
（注）本様式は連携申請する場合のみ提出してください。 
 
１．参加団体一覧 

団体名 代表者役職 
氏名 

構成員数 
※申請日時点 

団体単独の 
補助限度額 

[代表団体] 
○○○商店街振興組合 

理事長 
秋田 太郎 ３０ ３，０００，０００円 

△△△商店会 会長 
田中 次郎 

２０ 
２，０００，０００円 

   円 

連携による補助限度額（合計） ５，０００，０００円 

※欄が不足する場合は、適宜追加するようにしてください。 
 
２．連携計画 
（１）連携内容 

連携目的・メリット 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

役割分担 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 
（２）連携に関する誓約事項 

① 本補助金に係る申請及び補助金経理は、代表団体が行います。また、本補助金が代表団体

へ交付されることについて同意を得ています。 ■はい 

② 特定の団体のみが利益を享受することがないよう、参加団体全体の利益確保に努めます。 ■はい 
※①～②について、チェックが無い又は全ての要件を満たさない場合、連携による補助金申請はできません。 

連携申請しない場合は提出不要です。 

提出した名簿の構成員数と一致しているか確認してください。 

各団体、構成員数によって補助限度額が異なります。 
要綱別表４の補助限度額を参考に記載してください。 



 
 

（様式第３号）   地域商業販売力強化プロジェクト補助金 団体概要書兼誓約書 
 
１ 申請者概要 
(１) 団体名称 △△△商店会 
(２) 代表者役職・氏名 [役職名]会長 [氏名]田中 次郎 
(３ ) 住所（団体の所在

地） 秋田市○○○○ 

(４) 設立年月日 １９９０年 ４月 １日 

(５)構成員数 
※申請日時点 

□50以上（限度額 500 万円） 

          ２０  者 □30 以上 50 未満（限度額 300 万

円） 
■30未満（限度額 200 万円） 

(６)連絡先 ①担当者役職・氏名 ②電話番号・FAX番号 ③E-mail アドレス 

 ①理事 後藤 四郎 ②０１８－８６０－９９９９ ③○○○○@○○○○.jp 
※(5) 構成員数を示す書類として最新の名簿を添付してください。 

 
２－１ 誓約事項（共通事項） 

① 
当団体は補助事業実施にあたり、各種法令及び本補助金の交付要綱を遵守します。また、

申請内容に虚偽はありません。 
■はい 

② 当団体は、交付要綱第４条に掲げる補助対象事業者の条件を全て満たしています。 ■はい 
③ 当団体は、交付要綱第 20 条に掲げる調査に協力します。 ■はい 

２－２ 誓約事項（団体設立が１年未満である場合は追加で誓約すること） 

① 
当団体は補助金活用のみを目的に設立した団体でありません。本補助金活用後も商業・サ

ービス業の振興に資する取組を継続して行います。 
□はい 

※誓約事項はチェックが無い又は全ての要件を満たさない場合、補助金を受給できません。 
 
３ 消費税の取扱いについて（代表団体のみチェックすること） 

本補助金の交付申請にあたり、次の事項を申告します。 
当団体は免税事業者又は簡易課税を選択した事業者です。 □はい □いいえ 

※「はい」を選択した場合のみ、補助金の受給について税込み又は税抜きを選択することができます。 



（様式第４号） 
地域商業販売力強化プロジェクト補助金 

事業計画書 
 

(1)事業番号※ １ ※複数事業を行う場合は、1,2,3,…と順に番号を記入してください。 

(2)事業名 夏のプレミアム商品券 

(3)事業の種類 
※複数選択可 

値引き事業 ■プレミアム商品券 ☐値引・割引 

集客事業 ☐抽選会           □景品（もれなく景品を交付する場合） 
☐催事・イベント 

その他の事業 ☐その他（                 ） 

(4)事業内容 

 
目的 

 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○ 
 
 
 
取組内容 
※様式下部の【参考】事業の種類ごとの必須記載事項にある内容を記載してください。 

 ①販売期間 令和８年７月 １日～７月１５日 ②有効期限 令和８年７月１５日～８月３０日 ③換金期間 令和８年７月１５日～９月３０日 ④販売形態 １枚当たり券面額 １，０００円 
１セット綴り枚数    １０枚 

      １セット販売額  ８，０００円 
      １セット上乗せ額 ２，０００円 

プレミアム率      ２５％ ⑤販売セット数：       １，０００セット 
 券面総額  ：  １０，０００，０００円 
 販売見込総額：   ８，０００，０００円 ⑥銀行振込手数料の予定額：参加５０店舗×各５回×５５０円／回＝１３７，５００円 ⑦負担金予定額：  ２，０００，０００円＋１３７，５００円 
         ＝２，１３７，５００円 
 
 
 
 
 
事業の継続・活用計画 
※本事業の成果を今後の活動にどのように活かし、継続的な取り組みとしていくのか（事業終了後の

見通し）を記載してください。 
 
 
 
 

複数事業を行う場合は、それぞれ事業計画書を分けて作成してください。 

様式下部の【参考】事業の種類ごとの必須記載事

項が抜け漏れなく書かれているか確認してくださ

い。 
必須記載事項以外にも独自のルールを設けた運営

を計画している場合は、その内容も記載するよう

にしてください。 

プレミアム率は上限 50%とする。値引額・割引率の

上限は、お会計時に元値の 50%までとする。 

計算過程は積極的に記載してください。 

本事業を通じて得られた成果（ノウハウ、顧客リスト、開発物など）を、事業終了後の活動に具体的にどう活

かすかを記載してください。 

また、構成員や関係者との連携を維持・強化し、事業を自立的に継続・発展させていくための具体的な計画を

記載してください。 



 
スケジュール 

 
参加店舗向け説明会       令和８年５月１５日 
商品券参加店舗の募集      令和８年５月１５日～６月１５日 
プレミアム商品券及びチラシ印刷 令和８年６月２０日 
販売期間            令和８年７月 １日～７月１５日 
換金期間            令和８年７月１５日～９月３０日 
 
 
 

【参考】 
事業の種類 
ごとの 

必須記載事項 

値引き事業 

≪プレミアム商品券≫ ①販売期間 ②有効期限 ③換金期間 ④販売形態 
（1 枚当たり券面額、1 セット綴り枚数、1 セット販売額、1 セット上乗せ額、プレミアム率） ⑤販売セット数・券面総額・販売見込総額 ⑥銀行振込手数料の予定額 ⑦負担金予定額（＝プレミアム商品券上乗せ総額＋銀行振込手数料の予定額） ≪値引・割引≫ ①実行期間 ②会計１回当たりの値引額・割引率 ③銀行振込手数料の予定額 ④負担金予定額（値引・割引総額＋銀行振込手数料の予定額） 

集客事業 

≪抽選会≫ ①応募受付期間 ②応募条件 ③抽選会予定日 ④景品総額 ⑤景品内訳（1 等○円相当×○本、2 等○円相当×○本…等） ≪景品（もれなく景品を交付する場合）≫ ①景品配布期間 ②景品配布条件 ③景品総額 ④景品内訳（○円相当×○個 等） ≪催事・イベント≫ ①開催時期 ②催し内容 ③目標来場者数 
その他の 
事業 

≪その他の事業≫  
上記内容を参考に必要事項を記載すること 

 

スケジュールは様式第１号「３ 補助事業の実施期間」に対応した期間を記載してください。 



（様式第５号）        地域商業販売力強化プロジェクト補助金 
収支予算書 

１ 経費配分 
※補助対象事業費は、申請団体が課税事業者である場合は税抜きで記載してください。免税事業者又は簡易

課税を選択した事業者である場合は、税込み又は税抜きいずれかで記載してください。 
(単位:円) 

区分 
（要綱別表４参照） 

事

業

番

号 

総事業費 
（税込み） 

補助対象事業費 
※ 

■税込み 
□税抜き 

内訳 

負担金 

1 2,137,500 2,137,500 プレミアム商品券上乗せ額＋銀行振込手数料 
 0 0  
    

計 2,137,500 2,137,500  

印刷製本費 

1 1,880,000 1,880,000 プレミアム商品券 印刷費 
 0 0  
    
計 1,880,000 1,880,000  

広告宣伝費 

1 1,100,000 1,100,000 チラシ印刷費\330,000、新聞折込\1,100,000 
 0 0  
    
計 1,100,000 1,100,000  

 

1    
    
    
計    

事業別 
合 計 

1 5,117,500 5,117,500  
    
    

全事業合計  5,117,500 5,117,500  

  

費用は様式第４号の事業番号ごとに分けて記載してくだ

さい。 

 

２ 収支計画 の(1)収入の部、(2)支出の部の合計と一致するようにしてください。 



２ 収支計画 
（１）収入の部                                       

※縦の合計は（２）支出の部の縦の合計と一致するようにしてください。          (単位:円) 

区分 本年度予算額 摘要 

自己資金 117,500  

補助金 5,000,000  

   

   

合計※ 5,117,500  

 
（２）支出の部                                       

※縦の金額欄は、１ 経費配分 にある総事業費（税込み）の区分ごとの「計」及び「全事業合計」と同額にし

てださい。                                     (単位:円) 

区分 
（要綱別表４参照） 

本年度総事業費 
※ 

（税込み） 
摘要 

負担金 2,137,500  

印刷製本費 1,880,000 
 

広告宣伝費 1,100,000  

   

   

合計 5,117,500  

 

千円未満切り捨てであることを確認してください。 
また、この金額は様式第１号「２ 補助金等申請額」と一致するようにしてください。 

 

 

一致すること 

 


